
（単位：百万円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金・預金 1,399,316 トレーディング商品 3,959,961

預託金 21,046 商品有価証券等 3,425,728

トレーディング商品 6,738,018 デリバティブ取引 534,233

商品有価証券等 5,113,273 信用取引負債 34,711

デリバティブ取引 1,624,745 信用取引借入金 3,022

約定見返勘定 194,724 信用取引貸証券受入金 31,689

信用取引資産 388,434 有価証券担保借入金 6,718,068

信用取引貸付金 384,661 有価証券貸借取引受入金 1,578,953

信用取引借証券担保金 3,773 現先取引借入金 5,139,115

有価証券担保貸付金 6,213,540 預り金 951,182

借入有価証券担保金 1,851,963 受入保証金 1,139,370

現先取引貸付金 4,361,577 短期借入金 818,200

立替金 3,572 関係会社短期借入金 70,600

短期差入保証金 724,582 短期社債 2,500

短期貸付金 967,092 未払法人税 36,984

その他の流動資産 114,790 未払金 13,521

流動資産計 16,765,114 賞与引当金 71,744

固定資産 その他の流動負債 77,571

有形固定資産 6,216 流動負債計 13,894,411

無形固定資産 148 固定負債

投資その他の資産 12,905 社債 2,200

前払年金費用 10,911 長期借入金 1,557,600

その他 2,847 関係会社長期借入金 495,000

貸倒引当金 △853 退職給付引当金 42,711

固定資産計 19,270 資産除去債務 15,325

繰延税金負債 14,966

その他の固定負債 25,000

固定負債計 2,152,801

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 49,898

特別法上の準備金計 49,898

負債合計 16,097,111

純資産の部

株主資本

資本金 10,000

資本剰余金

資本準備金 479,579

その他資本剰余金 9,128

資本剰余金合計 488,707

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 188,565

利益剰余金合計 188,565

株主資本合計 687,272

純資産合計 687,272

資産合計 16,784,383 負債・純資産合計 16,784,383

第　25　期　末　貸　借　対　照　表
（2026年３月31日現在）
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（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 金　　　　額

営業収益

受入手数料 609,948

トレーディング損益 205,234

金融収益 166,173

営業収益計 981,355

金融費用 175,642

純営業収益 805,713

販売費・一般管理費

取引関係費 156,013

人件費 199,444

不動産関係費 30,258

事務費 148,910

減価償却費 1,067

租税公課 9,881

その他 17,608

販売費・一般管理費計 563,180

営業利益 242,533

営業外収益 213

営業外費用 215

経常利益 242,531

特別利益

株式報酬受入益 2,273

特別利益計 2,273

特別損失

金融商品取引責任準備金繰入 9,079

特別損失計 9,079

税引前当期純利益 235,725

法人税、住民税及び事業税 59,010

法人税等調整額 14,306

当期純利益 162,409

第　25　期　損　益　計　算　書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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個 別 注 記 表

　当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）のほか「金融商品取引業等に関す

る内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49

年日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

［重要な会計方針］

１．有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準および評価方法

(１)トレーディング商品に属する有価証券(売買目的有価証券)等の評価基準および評価方法

　時価法を採用しております。

　当社は金融商品取引業の一環として自己の計算で有価証券およびデリバティブ取引等（以下、

有価証券等という）の売買、引受を行い、その結果として有価証券等のポジションを保有してい

るものについて、トレーディング商品として計上しております。

(２)トレーディング商品に属さない有価証券(その他の有価証券)等の評価基準および評価方法

　時価法を採用しております。なお、取得原価（移動平均法により算定）ないし償却原価との評

価差額を、全部純資産直入する方法によって計上しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採

用しております。

(２)無形固定資産および投資その他の資産

　定額法を採用しております。

３．引当金および準備金の計上基準

(１)貸倒引当金

　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(２)賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法による支払見込額を計上して

おります。

(３)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職一時金および確定給付企業年金について、当期末におけ

る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額

を計上しております。退職給付債務および勤務費用の算定にあたり、退職給付見込額を当期末ま

での期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異ならびに過去勤務費用のうち確定給付企業年金にかかるものは、その発生時

の従業員の平均残存勤務年数（11年～15年）による定額法により発生した会計年度から費用処理

しております。

　退職一時金にかかるものは、発生した会計年度において一括費用処理しております。

　なお、当期末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を控除し

た額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。

(４)金融商品取引責任準備金

　証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５および金融商品取引業等に関す

る内閣府令第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。
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４．ヘッジ会計

(１)ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しておりま

す。

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

(３)ヘッジ方針

　一部の借入金の金利変動リスクをヘッジするため金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約ごとに行っております。

(４)ヘッジの有効性評価の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップのため、有効性の評価を省略しております。

５．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる主たる収益は、以下のとおりです。

　　(委託売買業務)

　委託売買業務に係る受取手数料は、顧客との契約に基づいて委託を受けて有価証券の売買等を

執行する履行義務を充足した時に認識されます。当該履行義務は約定日において充足されると判

断しており、一時点で収益を認識しております。

　　(引受け・売出し業務)

　有価証券等の引受けおよび売出し業務に係る受取手数料は、当該業務の完了時点に、履行義務

を充足し、収益を認識しております。当該履行義務は、引受け業務では、条件決定日、売出し業

務では、条件決定日または顧客への販売時において充足されると判断しております。

　　(募集・売出しの取り扱い業務、私募の取り扱い業務)

　有価証券等の募集・売出しの取り扱い業務、私募の取り扱い業務に係る受取手数料は、当該業

務の完了時点に、履行義務を充足し、収益を認識しております。当該履行義務は、募集等の申し

込みがあった時において充足されると判断しております。

　　(その他)

　受益証券の代行事務報酬は、サービス提供期間の経過とともに履行義務が充足されます。当該

履行義務は通常の契約期間にわたり充足されると判断し、均等に収益を認識しております。財務

アドバイザリーサービスの成功報酬は、M&Aの仲介など特定の取引に関連する顧客に対する財務的

助言の提供等のサービスを提供する履行義務を充足した時に認識されます。当該成功報酬は変動

対価であり、重要な戻し入れが発生しないと判断された時点、つまり通常は取引が完了した時点

で認識されます。

６．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

７．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

８．金融資産と金融負債の相殺表示

　当社は、金融商品会計に関する実務指針（日本公認会計士協会　会計制度委員会報告第14号）に

定める要件を満たす場合に、信用リスク軽減の効果をより明瞭に表示するため金融資産と金融負債

を相殺して表示しております。
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(１)デリバティブ取引の相殺表示

　法的に有効なマスターネッティング契約を有する同一相手先に対する金利等のスワップ取引に

ついては相殺して表示しております。

(２)現金担保付債券貸借取引の相殺表示

　同一相手先かつ同一決済日など一定の要件を満たした現金担保付債券貸借取引については相殺

して表示しております。
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短期金銭債権 88,888百万円

短期金銭債務 243,838百万円

長期金銭債務 495,000百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,256百万円

(１)担保に供している資産

トレーディング商品 493,683百万円

(２)担保にかかる債務

短期借入金 296,300百万円

長期借入金 194,500百万円

信用取引借入金 3,022百万円

計 493,822百万円

差し入れた有価証券の合計額 9,612,180百万円

うち主なもの

現先取引で売却した有価証券 5,237,453百万円

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 3,352,101百万円

受け入れた有価証券の合計額 10,191,508百万円

うち主なもの

現先取引で買い付けた有価証券 4,319,381百万円

消費貸借契約により借り入れた有価証券 5,069,842百万円

デリバティブ取引にかかる担保 429,486百万円

関係会社長期借入金 495,000百万円

［貸借対照表に関する注記］

１．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

３．担保に供している資産

　なお、このほかに借入有価証券および担保受入有価証券を38,166百万円差し入れております。

４．差入有価証券等

(１)有価証券を担保とした金融取引、有価証券の消費貸借契約、信用取引に関わるもの、および、

保証金等の代用等として差し入れた有価証券、または受け入れた有価証券の時価額（上記３．に

属するものを除く）

(２)このほか、顧客分別金信託として有価証券を895,739百万円信託しております。

５．借入金中の劣後特約付借入金
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（単位：百万円）

保証先 内容 金額

ノムラ・インターナショナル・ファンディング Pte. Ltd. ミディアム・ターム・ノート 405,932

ノムラ・インターナショナル PLC (注２） デリバティブ取引等 68,556

ノムラ・グローバル・ファイナンシャル・プロダクツInc. 

(注２）
デリバティブ取引等 38,999

ノムラ・ファイナンシャル・インベストメント（コリア） 

Co., Ltd.
デリバティブ取引等 22,467

その他 (注２） 25,108

６．保証債務（注１）

（注１）　日本公認会計士協会監査・保証実務委員会実務指針第61号に従い、実質的に債務保

証義務を負っていると認められるものについては、債務保証に準ずるものとして注

記の対象に含めております。

（注２）　野村ホールディングス株式会社と連帯して保証する債務を含んでおります。
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繰延税金資産

賞与引当金 22,758百万円

有価証券・デリバティブ 19,048百万円

退職給付引当金 13,454百万円

金融商品取引責任準備金 15,718百万円

未払事業税 2,413百万円

固定資産評価減 905百万円

資産除去債務計上否認 4,827百万円

その他 2,007百万円

繰延税金資産小計 81,130百万円

評価性引当額 △18,982百万円

繰延税金資産合計 62,148百万円

繰延税金負債

有価証券・デリバティブ △70,308百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △1,945百万円

その他 △4,861百万円

繰延税金負債合計 △77,114百万円

繰延税金負債の純額 △14,966百万円

［税効果会計に関する注記］

１．繰延税金資産および負債の発生の主な原因別内訳

２．法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税および地

方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っております。
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（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社
野村ホールディングス株

式会社

（被所有）

直接100％

諸設備の利用

資金の借入

役員の兼任

情報処理システ

ム利用料の支払
109,742 未払費用 20,674

情報処理システ

ム開発料等の受

取

13,392 未収収益 2,336

商標利用料の支

払
60,952 未払費用 7,271

資金の借入 585,854
関係会社

短期借入金
70,600

劣後特約付コミ

ットメントライ

ンの設定

700,000
関係会社

長期借入金
495,000

利息の支払 12,215 未払費用 1,678

コミットメント

ライン設定料の

支払

410 未払費用 -

親会社の役員及び

その近親者が議決

権の過半数を所有

している会社

株式会社高原コーポレー

ション（注３）
なし 証券取引

有価証券の売買

手数料
92 - -

［関連当事者との取引に関する注記］

１．親会社および法人主要株主等

取引条件および取引条件の決定方針等

　情報処理システム利用料につきましては、親会社の原価を基準として合理的に決定しております。

　資金の借入につきましては、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担

保は差し入れておりません。

　上記の劣後特約付コミットメントラインの設定における取引金額は、融資限度額を示しておりま

す。

　証券取引の手数料につきましては、一般の市場実勢を勘案し合理的に決定しております。

　(注)１.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

    ２.取引金額には月末平均残高を記載しております。

    ３.親会社役員である高原　豪久が直接的または間接的に議決権の過半数を保有しております。
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（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関
係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の子会社
ノムラ・インターナ

ショナルPLC
なし 債務保証

債務保証 68,556 － －

保証料の受入 73 未収収益 73

親会社の子会社

ノムラ・インターナ

ショナル・ファンデ

ィングPte. Ltd.

なし 債務保証

債務保証 405,932 － －

保証料の受入 213 未収収益 213

親会社の子会社

ノムラ・ヨーロッ

パ・ファイナンス

N.V.

なし 債務保証

債務保証 3,850 － －

保証料の受入 1 未収収益 1

親会社の子会社

ノムラ・セキュリテ

ィーズ・インターナ

ショナルInc.

なし 債務保証

債務保証 9,166 － －

保証料の受入 3 未収収益 3

親会社の子会社

ノムラ・グローバ

ル・ファイナンシャ

ル・プロダクツInc.

なし 債務保証

債務保証 38,999 － －

保証料の受入 39 未収収益 41

親会社の子会社

ノムラ・ファイナン

シャル・インベスト

メント（コリア） 

Co., Ltd.

なし 債務保証

債務保証 22,467 － －

保証料の受入 17 未収収益 18

親会社の子会社

ノムラ・ファイナン

シャル・プロダク

ツ・ヨーロッパGmbH

なし 債務保証

債務保証 7,595 － －

保証料の受入 8 未収収益 8

親会社の子会社

野村ファイナンシャ

ル・プロダクツ・サ

ービシズ株式会社

なし
債務保証

資金の貸付

債務保証 1,044 － －

保証料の受入 3 未収収益 3

資金の貸付 337,692
関係会社短期

貸付金
620,000

利息の受取 4,935 未収収益 1,030

２．兄弟会社等

取引条件および取引条件の決定方針等

　債務保証の内容については、[貸借対照表に関する注記] ６.保証債務に記載しております。また、

それぞれの取引における保証料率は一般の市場実勢を勘案し合理的に決定しております。
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１株当たり純資産額 3,412,304円38銭

１株当たり当期純利益 806,360円34銭

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。
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